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平成１９年度行政監査結果報告について

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき監査を実施したので、同条第９項

及び第１０項の規定により、その結果及び結果に関する意見を次のとおり提出し

ます。
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第１ 行政監査の趣旨第１ 行政監査の趣旨第１ 行政監査の趣旨第１ 行政監査の趣旨

行政監査は、地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定に基づき、22 67 199 2

監査委員が、その地方公共団体の事務の執行が経済性、効率性及び有効性の観点から、

法令等の定めるところに従い適正に行われているかなどについて、監査を実施するもの

である。

本県においては、毎年度特定の課題を選定してこの監査を実施している。平成 年度19

においては、次のとおり行政監査を行った。

第２ 監査対象事務第２ 監査対象事務第２ 監査対象事務第２ 監査対象事務

地方自治法第 条の 第 項に規定する附属機関及び県が定めた要綱等により設置138 4 3

されている審議会、委員会、協議会等（以下「審議会等」という ）のあり方について。

第３ 監査の目的第３ 監査の目的第３ 監査の目的第３ 監査の目的

県においては、新長期総合計画（平成 年度から平成 年度まで）を策定し 「県民20 29 、

のための県政 「清潔で透明な信頼できる県政 「持続可能な財政構造の下での県政」を」 」

県政運営の基本姿勢として取り組むことを掲げている。

こうした県政運営を推進する上で、専門的知識の導入、中立性及び透明性の確保並び

に県民の意見の反映等、審議会等は重要な役割を果たすことが期待される。このため、

本年度は、こうした審議会等に係る活動状況や課題等について監査を実施することとし

た。

第４ 監査の対象機関第４ 監査の対象機関第４ 監査の対象機関第４ 監査の対象機関

知事部局及び教育委員会の審議会等（ただし、平成 年 月 日現在において次に19 10 1

該当する審議会等は除外する ）の事務を分掌する組織とする。。

１ 臨時的な審議会等

２ 県職員のみで構成されている審議会等

３ 平成 年度設置の審議会等19

４ 原則、審議会等の部会

第５ 監査の概要第５ 監査の概要第５ 監査の概要第５ 監査の概要

１ 監査の実施期間

平成 年 月から平成 年 月まで19 11 20 2

２ 監査の実施方法と調査機関

監査対象機関から提出された各行政監査調書等により、本県の「審議会等の見

直し基準(平成 年 月 日策定、平成 年 月 日改定) （以下「見直し基8 6 20 13 1 30 」

準」という ）を基に、審議会等の運営について、事務局職員が予備監査を行い、。

それらの結果を踏まえ委員監査を実施した。
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( ) 書面調査で実施した審議会等の数： 機関1 146

( ) 上記のうち次の選定基準により聞き取り調査を実施した審議会等数： 機2 81

関

ア 平成 年度未開催( 機関)及び 回開催( 機関)の審議会等18 29 1 60

イ アのうち平成 年度設置の審議会等( 機関)を除く。18 8

３ 監査の着眼点

監査は次に掲げる視点から実施した。

( ) 審議会等の運営の実態はどうか。1

( ) 審議会等の運営の透明性は確保されているか。2

( ) 審議会等に広く県民の意見が反映されているか3

( ) 審議会等の統廃合等を検討する必要はないか。4

第６ 監査の結果第６ 監査の結果第６ 監査の結果第６ 監査の結果

～審議会等の運営の実態はどのようになっているか～～審議会等の運営の実態はどのようになっているか～～審議会等の運営の実態はどのようになっているか～～審議会等の運営の実態はどのようになっているか～

１ 根拠別、目的別及び年度別の設置状況１ 根拠別、目的別及び年度別の設置状況１ 根拠別、目的別及び年度別の設置状況１ 根拠別、目的別及び年度別の設置状況

、 。審議会等設置の根拠別 目的別及び年度別の状況は表 及び表 のとおりである1 2

○表１：根拠別及び目的別設置状況

　　 （単 位 ：機 関 ）
合 計 法 令 必 置 法 令 任 意 条 例 設 置 要 綱 等 設 置 そ の 他

3 0 0 0 3 0
15 7 0 5 3 0
4 2 0 1 1 0

14 2 0 6 6 0
45 8 2 2 32 1
8 1 1 2 4 0

28 3 0 4 19 2
14 6 3 0 5 0
1 0 0 0 1 0

14 1 7 2 4 0
146 30 13 22 78 3

調 停 2 1 0 1 0 0
審 査 51 14 3 8 23 3
諮 問 58 17 10 11 20 0
調 査 37 10 4 8 15 0
意 見 交 換 61 1 6 4 50 0
啓 発 8 0 2 0 6 0
そ の 他 28 6 1 6 15 0

245 49 26 38 129 3
（注 ）法 令 必 置 ：法 令 に より設 置 が 義 務 づ けられ て い る機 関

（注 ）条 例 設 置 ：審 議 会 等 の うち 県 の 条 例 に より設 置 して い る機 関
（注 ）要 綱 等 設 置 ：要 綱 等 に より設 置 して い る機 関
（注 ）機 関 の 所 管 部 局 は 、平 成 19年 度 に所 管 す る部 局

（注 ）法 令 任 意 ：法 令 に より設 置 す ることが で きるとされ 、条 例 等 により設 置 の
      機 関

環 境 生 活 部
福 祉 保 健 部
商 工 観 光 労 働 部
農 林 水 産 部

区 分
知 事 室
総 務 部
企 画 部

合 計 （機 関 ）(重 複 あり)

設
置
目
的

県 土 整 備 部
出 納 局
教 育 委 員 会
合 計 （機 関 ）
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○表２：年度別設置状況

・設置根拠別では、法令必置 機関、法令任意 機関、条例設置 機関で、審30 13 22

議会等全体の ％である。要綱等設置は 機関( ％)である。44.5 78 53.4

45 32・部局別にみると 福祉保健部が最も多く 機関で その内訳は要綱等設置が、 、 、

機関 ％を占めている。71.1

・設置目的別では 複数回答であるが 設置目的が附属機関の性格を有するもの(調、 、

85.7 65.4停 審査 諮問 調査のためのもの)を主にみると法令設置 ％ 法令任意、 、 、 、

％、条例設置 ％、要綱等設置 ％である。73.7 45.0

・設置年度別では、昭和 年度以前の設置が 機関( ％)である。60 64 43.8

直近の約 年間(平成 年度～平成 年度)の比較的新しい設置も 機関であ10 8 18 64

る。

２ 構成メンバーの状況２ 構成メンバーの状況２ 構成メンバーの状況２ 構成メンバーの状況

、 、審議会等の平成 年 月 日現在における構成メンバーの数(現員) 選任区分19 3 31

年齢及び在任年数の状況は表 、表 、表 及び表 のとおりである。3 4 5 6

○表３：構成メンバー数（現員）

・審議会等 機関の構成メンバー数では、多いのは 人～ 人で 機関、全146 6 15 91

体の ％であるが、見直し基準「原則 名以内」からすると 人を超える62.3 15 15

審議会等も 機関あり、全体の ％である。30 20.6

・現員数 人を超える要綱等設置の審議会 機関のうちトップ は、15 12 3

メディカルコントロール協議会( 人)26

献血推進協議会( 人)22

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

昭和５０年度以前 34.2% 50 18 6 13 12 1
昭和５１年度～昭和６０年度 9.6% 14 2 4 2 6 0
昭和６１年度～平成７年度 12.3% 18 3 1 0 14 0
平成８年度～平成１７年度 32.9% 48 7 2 5 34 0
平成１８年度 11.0% 16 0 0 2 12 2

30 13 22 78 3
20.5% 8.9% 15.1% 53.4% 2.1%

合計

合計（機関） 100.0% 146

 　    （単位：機関・人）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

０人(委員の選任なし) 3.4% 5 1 0 3 1 0
５人以内 13.7% 20 1 0 4 13 2
６～１０人 28.8% 42 11 0 4 26 1
１１～１５人 33.5% 49 6 9 8 26 0
１６～２０人 11.0% 16 4 3 2 7 0
２１～２５人 4.8% 7 3 0 0 4 0
２６～３０人 1.4% 2 0 0 1 1 0
３１人以上 3.4% 5 4 1 0 0 0
計（機関） 100.0% 146 30 13 22 78 3
現員数（人） 1,823 551 200 240 818 14
平均（人） 12.9 19.0 15.4 12.6 10.6 4.7
定員数（人） 2,180 619 244 368 935 14

合計
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プレジャーボート対策検討会( 人)である。22

・構成メンバーが 人を超える審議会等で、年１回開催は 機関あり、委員の15 12

平均出席率は ％である。うち 機関（水防協議会）は委員出席率 ％で67.6 1 12.5

ある。

表 における審議会等 機関の構成メンバー 人の選任状況は表 のとおり3 146 1,823 4

である。

○表４：構成メンバーの選任区分

・審議会等の構成メンバーの選任状況は、学識経験者( 人)と団体代表( 人)546 514

が主で全体の ％であるが、見直し基準「調停、審査、諮問又は調査のため58.2

のものは、原則として県職員は構成メンバーから除外」の規定にもかかわらず

県職員( 人)も、 機関、 ％ある。211 69 11.6

○表５：構成メンバーの年齢（年齢の判明者のみ）

146 49 192・審議会等 機関の構成メンバーの年齢は 年齢の判明者のうち 歳以下は、

人、 ％で、 ～ 歳が最も多く 人、全体の ％を占めている。15 50 69 905 70.9

・ 歳以下はなく、 歳以下がわずか 人、 ％である。29 39 41 3.2

       　（単位：人）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

学識経験者 30.0% 546 128 74 134 205 5
団体代表 28.2% 514 140 47 44 279 4
知事・副知事 0.7% 12 6 3 1 1 1
県議会議員 0.6% 11 6 3 2 0 0
県職員 11.6% 211 72 9 22 105 3
県職員以外の行政関係者 12.9% 235 114 31 6 83 1
その他 16.0% 294 85 33 31 145 0
計（人） 100.0% 1,823 551 200 240 818 14

合計

　　　　（単位：人）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

２９歳以下 0.0% 0 0 0 0 0 0
３０～３９歳 3.2% 41 10 5 13 13 0
４０～４９歳 11.8% 151 30 22 23 74 2
５０～５９歳 41.6% 531 87 57 90 289 8
６０～６９歳 29.3% 374 101 48 58 164 3
７０～７９歳 12.0% 153 55 25 18 55 0
８０歳以上 2.1% 26 10 2 5 8 1
計（人） 100.0% 1,276 293 159 207 603 14

合計
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○表６：構成メンバーの在任年数（在任年数の判明者のみ）

・審議会等 機関の構成メンバーの在任年数は通算 年以上が 人、構成メ146 10 128

ンバー全体の ％である。7.3

・構成メンバーの中に 年以上在任の委員が含まれる 機関の長期在任の主な10 39

理由は、専門的知識の必要性である。

３ 開催状況及び委員出席状況３ 開催状況及び委員出席状況３ 開催状況及び委員出席状況３ 開催状況及び委員出席状況

平成 年度における審議会等の開催状況は表 及び表 のとおりである。18 7 8

○表７：開催状況

60 41.1 2 29・開催回数でみると、年１回が 機関( ％)と最も多く、年 回が

機関( ％)となっている。未開催の機関も 機関( ％)あり、年１回開催19.9 29 19.9

を含める と全体の ％となる。61.0

・年間の平均開催回数は全体で 回である。1.9

・設置目的が意見交換で設置以降一度も開催されていない審議会等も 機関（医1

療安全推進協議会）ある。

18 1 1 18 8平成 年度に 回開催(インターネット上での開催 機関及び平成 年度設置

機関は除く。)された審議会等 機関の開催時間の状況は、表 のとおりである。51 8

　（単位：機関・回）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

未開催 19.9% 29 11 4 7 7
１回／年 41.1% 60 4 5 3 45 3
２回／年 19.9% 29 9 2 4 14
３回／年 4.8% 7 1 2 2 2
４回／年 4.1% 6 1 2 3
５～１０回／年 8.2% 12 3 4 5
１１回以上／年 2.0% 3 1 2
計（機関） 100.0% 146 30 13 22 78 3
延べ開催回数 66 15 50 148 3
平均（回） 2.2 1.2 2.3 1.9 1.0

合計

282
1.9

（単位：人・機関）
法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置

92.7% 1,635 460 179 213 770
6.0% 105 32 15 24 34
1.0% 18 11 5 2 0
0.3% 5 1 1 1 2

100.0% 1,763 504 200 240 806
専門的知識必要 13 6 4 10
団体代表で代わらず 1 1 1 7
あて職 1 1 1 0
その他 1 1 0 2

12 7 4 16

10
3
4

39審議会等の数（機関）

合計区分
１０年未満
１０以上～２０年未満
２０以上～３０年未満
３０年以上
計（人）
長期在
任理由
（複数回
答）

33
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○表８：開催実施時間状況

51 1 30 2・年１回開催の審議会等の 機関の聞き取りから実施時間は、 時間 分～

時 間 分が 機関( ％)と最も多く、施策等事務局説明時間約 分を除く30 34 66.7 30

と 実質審議時間は 時間～ 時間である。1 2

平成 年度に開催(インターネット上での開催 機関は除く。)された 審議会18 1 116

等の委員(代理出席除く。)出席状況は表 のとおりである。9

○表９：委員（代理出席除く）出席状況

・審議会等 機関の委員(代理出席を除く)の出席状況は、 ％以上が 機関116 70 93

( ％)である。全体での平均出席率は ％である。80.1 81.2

・一方において、 ％未満の機関も 機関( ％)ある。年１回の開催かつ出席50 4 3.5

率 ％未満の機関は、50

水防協議会(委員出席 ％、代理出席 ％) である。12.5 87.5

森林病害虫等防除連絡協議会(委員出席 ％、代理出席 ％)46.7 14.3

石油コンビナート等防災本部(委員出席 ％、代理出席 ％)49.1 39.1

・また、代理出席のあった 機関の中には、明確な代理出席規定がないにもかか32

わらず、代理出席を認めている機関が 機関ある。26

４ 開催における資料の配付時期及び会議録の整備状況４ 開催における資料の配付時期及び会議録の整備状況４ 開催における資料の配付時期及び会議録の整備状況４ 開催における資料の配付時期及び会議録の整備状況

平成 年度に開催された審議会等 機関における会議資料の配付時期、会議録18 116

の整備は表 及び表 のとおりである。10 11

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

１００％ 17.2% 20 3 1 3 10 3
９０以上１００未満 19.8% 23 4 3 5 11
８０以上９０未満 20.7% 24 3 1 3 17
７０以上８０未満 22.4% 26 4 3 19
６０以上７０未満 10.4% 12 3 2 7
５０以上６０未満 6.0% 7 1 1 5
５０％未満 3.5% 4 2 1 1
計（機関） 100.0% 116 19 9 15 70 3
平均（％） 80.2 73.1 85.9 80.7 100.0

合計

81.2

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

１時間未満 2.0% 1 1
１時間～１時間３０分未満 9.8% 5 2 3
１時間３０分～２時間未満 25.5% 13 1 1 10 1
２時間～２時間３０分未満 41.2% 21 2 1 18
２時間３０分以上 17.6% 9 2 1 6
不明 3.9% 2 1 1
計（機関） 100.0% 51 4 5 3 38 1

合計
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○表１０：会議資料の配付時期

・開催当日の配付は、全体で 機関、 ％である。60 51.7

・設置根拠別にみると、要綱等設置においては、当日配付が 機関、 ％と最40 57.1

、 、 、 、 。も多いが 逆に法令必置においては 事前配付が多く 機関 ％である14 73.7

○表１１：会議録の整備状況

、 、 、・会議録の整備は 全体で 機関 ％の審議会等においてなされているが99 85.3

整備していない審議会等も 機関、 ％ある。17 14.7

５ 運営経費５ 運営経費５ 運営経費５ 運営経費

平成 年度における審議会等の運営に伴う経費は表 のとおりである。18 12

ただし、審議会等の本会と部会の予算及び決算の区別が明確でない審議会等もあ

るので、経費については、審議会等の部会、 機関を含めた経費である。25

○表１２：審議会等の運営経費

・審議会等の運営経費の予算額は全体で約 万円であり、決算額は約 万4,500 2,900

円で、予算執行率は ％である。64.1

・運営に係る主な経費は、委員報酬等と旅費であり、決算額の ％を占め、会71.3

場の使用料を含めると、 ％である。85.7

○委員の報酬等単価

・審議会等の委員報酬等の 回あたりの単価は、法令必置、法令任意及び条例設1

置の審議会等は、日額 円、要綱等設置は日額 円が最も多い。8,000 6,000

1 6,000 7 1・その他 要綱等により設置している審議会等において 時間 円が 機関、 、 、

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

事前配付 48.3% 56 14 5 7 30 0
開催当日配付 51.7% 60 5 4 8 40 3
計（機関） 100.0% 116 19 9 15 70 3

合計

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

整備あり 85.3% 99 16 8 13 61 1
整備なし 14.7% 17 3 1 2 9 2
計（機関） 100.0% 116 19 9 15 70 3

合計

                （単位：円）
合計 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他
171 31 16 30 91 3

45,185,143 12,521,860 4,377,000 10,263,492 17,882,791 140,000
28,962,752 7,192,374 1,906,083 6,046,564 13,736,751 80,980

64.1% 57.4% 43.5% 58.9% 76.8% 57.8%
③報酬等 14,235,500 3,472,300 934,000 3,772,000 6,036,200 21,000
④旅費 6,409,580 1,349,750 638,578 1,146,858 3,272,794 1,600
③+④／② 71.3% 67.0% 82.5% 81.3% 67.8% 27.9%

4,174,239 982,329 235,225 725,740 2,172,565 58,380
14.4% 13.7% 12.3% 12.0% 15.8% 72.1%⑤／②

うち⑤使用料及び賃借料

区分

①予算額
②決算額

 うち委
員経費

審議会等の数

②／①
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日 円が 機関、 月 円が 機関ある。24,000 1 1 6,000 1

６ 審議会等の会議の公開状況等６ 審議会等の会議の公開状況等６ 審議会等の会議の公開状況等６ 審議会等の会議の公開状況等

平成 年度に開催された審議会等 機関における会議の公開状況は表 、表18 116 13

及び表 のとおりである。14 15

○表１３：会議の公開状況

・会議を公開している審議会等は、全体で 機関、 ％であり、構成比でみる33 28.4

と、条例設置の機関が ％と最も高い。46.7

○表１４：会議を公開していない主な理由

・会議を公開していない主な理由は 「個人・個別情報保護」が 機関、 ％、 40 48.2

である。

「 、○表１５：上記表 の理由のうち①②の 機関を除く 機関に 公開できるか14 41 42

できないか」を聞き取りしたところ、

・ 公開できる」と回答の機関は、 機関ある。この 機関が公開すれば、公開「 29 29

機関は、表 の公開している 機関と合わせると 機関、 ％になる。13 33 62 53

・また、公開できると回答のある 機関に対し、何故公開していないのかを聞い29

たところ 「申し出がない 「会議の性格上、積極的にする必要がない 」が主、 。」 。

な理由である。

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

5 3 7 18 0
26.3% 33.3% 46.7% 25.7% 0.0%

14 6 8 52 3
73.7% 66.7% 53.3% 74.3% 100.0%

19 9 15 70 3
100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0% 116計（116/146機関）

合計

公開している

公開していない

28.4% 33

71.6% 83

　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

①条例に定められている 1.2% 1 1
②個人・個別情報保護 48.2% 40 10 1 7 19 3
③審議内容が公開になじまない 9.7% 8 8
④審議内容が限定されている 7.2% 6 6
⑤最終的に結果を公表する 6.0% 5 1 1 3
⑥委員の自由な発言を促す 4.8% 4 1 1 2
⑦その他 15.7% 13 1 2 10
⑧要請があれば公開する 3.6% 3 1 1 1
⑨回答なし 3.6% 3 3
計（83/116機関） 100.0% 83 14 6 8 52 3

合計

       （単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

公開できる 69.0% 29 1 4 0 24 0
公開できない 31.0% 13 3 1 0 9 0
計（42/83機関） 100.0% 42 4 5 0 33 0

合計
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会議結果の公開については、表 のとおりである。16

○表１６：会議結果の公開状況

・会議結果を公開している審議会等は、 機関、全体で ％である。45 38.8

・会議結果を公開していない主な理由は、表 の会議を公開していない理由とほ14

ぼ同じである。

○表１７：表 のうち公開していない 機関のうち 機関に「会議結果の公開16 71 46

はできるか、できないか」を聞いたところ、

・会議結果を公開していない 機関のうち 機関、 ％が「公開できる」と71 33 46.5

回答している。

７ 県民参加の状況７ 県民参加の状況７ 県民参加の状況７ 県民参加の状況

委員の一般公募及び女性委員の登用状況は表 及び表 のとおりである。18 19

（１） 委員の一般公募状況（１） 委員の一般公募状況（１） 委員の一般公募状況（１） 委員の一般公募状況

○表１８：委員の一般公募の状況

・公募している審議会等は、 機関中 機関（国土利用計画審議会（ 名 、少146 3 2 ）

子化対策推進協議会（ 名 、男女共同参画審議会（ 名 ）であり、ほとんど1 2） ）

公募していない。

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

公開している 38.8% 45 6 5 8 23 3
公開していない 61.2% 71 13 4 7 47 0
計（機関） 100.0% 116 19 9 15 70 3

合計

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

公開できる 46.5% 33 5 3 1 24 0
公開できない 18.3% 13 0 1 2 10 0
未調査 35.2% 25 8 0 4 13 0
計（機関） 100.0% 71 13 4 7 47 0

合計

　　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

公募している 2.1% 3 1 1 1 0 0
公募していない 97.9% 143 29 12 21 78 3
計（機関） 100.0% 146 30 13 22 78 3

合計



- 10 -

○表１９：委員を公募していない主な理由

・公募していない主な理由は 「委員に専門性を有する」が、 機関、 ％で、 73 51.0

ある。

「 」、「 」 「 」・ ②委員に専門性を有する ③関係団体の代表等の必要性 及び ②かつ③

を合わせると 機関、全体の ％を占める。101 70.6

（２） 女性委員の登用状況（２） 女性委員の登用状況（２） 女性委員の登用状況（２） 女性委員の登用状況

女性委員の登用状況は、委員を選任していない審議会等 機関を除いて表 の5 20

とおりである。

○表２０：女性委員の構成比率

・女性委員の登用がない審議会等が 機関、全体の ％である。本県の女性21 14.9

委 員の登用目標 ％以上の審議会等は 機関、全体の ％である。35 47 33.4

○女性委員の登用率の低い主な理由は、次のとおり。

・審議会等の構成メンバーが法等に規定されており、その職又は代表に女性が少

ない。

・専門分野に女性が少ない。

○女性委員の重複委員

・女性委員では、最高１２審議会等を兼職（重複）している委員がある。

　　（単位：機関）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

①委員の構成員が法等で規定 11.2% 16 7 2 7
②委員に専門性を有する 51.0% 73 14 7 11 41
③関係団体の代表等の必要性 12.6% 18 2 1 2 12 1
④上記理由③＋② 7.0% 10 1 1 8
⑤個人情報保護の観点 1.4% 2 2
⑥上記理由⑤＋② 1.4% 2 1 1
⑦中立性、公正性の確保の必要性 4.9% 7 1 2 2 2
⑧上記理由⑦＋② 1.4% 2 2
⑨その他 5.6% 8 1 2 1 4
⑩今後検討 2.1% 3 1 1 1
⑪回答なし 1.4% 2 1 1
計（143/146機関） 100.0% 143 29 12 21 78 3

合計

          （単位：機関・人）
区分 法令必置 法令任意 条例設置 要綱等設置 その他

なし 14.9% 21 3 2 15 1
１０％未満 3.5% 5 3 1 1
１０以上２０％未満 14.2% 20 1 1 1 17
２０以上３０％未満 16.3% 23 6 2 1 14
３０以上３５％未満 17.7% 25 7 4 5 9
３５％以上 33.4% 47 9 5 10 21 2
計（機関） 100.0% 141 29 13 19 77 3
延べ委員数（人） 106 57 91 187 7
平均（人） 3.7 4.4 4.8 2.4 2.3

合計

448
3.2
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・県職員及び一部国関係職員を除く、女性委員は延人員 人、実人員 人419 248

であり、一人当たり の機関を兼職している。1.7

・男性委員は、延人員 人、実人員 人であり、一人当たり の機関を兼1,369 923 1.5

職している。

第７ 監査の意見第７ 監査の意見第７ 監査の意見第７ 監査の意見

１ 透明性の確保１ 透明性の確保１ 透明性の確保１ 透明性の確保

審議会等は、県政の運営に対し専門的見地、中立性、透明性をもって、行政事務の

執行に至る過程において重要な役割を担っているものである。それだけに、運営に当

たっては、有効的かつ効率的に行うとともに、県民参加の推進を図り、会議の公開等

に努めなければならない。

見直し基準においても 「原則として、会議の公開、議事録の公開等を行うことに、

より、運営の透明性の確保に努めること」とされている。人権に関わるものや個人情

報等審議内容により公開に馴染まないものもあると考えられるが、聞き取りの結果、

約半数の機関が「公開できる」としており、審議会等に諮り積極的に公開することが

求められる。

なお、会議の傍聴に関しては、傍聴等の規定等を定めている審議会等もあるので、

可能な限り傍聴の機会が得られるように広報等をされたい。

会議録及び会議結果の公開は、県民が審議過程を理解する上で重要であり、会議録

の整備は当然のことであり、少なくとも会議録の要旨は原則、公開されたい。

２ 県民参加の促進２ 県民参加の促進２ 県民参加の促進２ 県民参加の促進

審議会等は広く県民の意見を反映するための機関でもあるので、法令に特別の定め

があるもの以外は、県職員は極力除き、委員の専門性等を確保しつつ、構成メンバー

の一部を一般公募するなど、なお一層、県民参加を図られたい。

女性の委員の登用については、全ての機関において、県目標の達成を目指して女性

委員登用の促進を図られたい。

委員の長期在任や重複（兼職）は、委員の固定化に繋がり、意見の偏りや出席率の

11 4低下の一因になる恐れもある 本県においては 特に規定されていないが 平成 年。 、 、

月 日閣議決定された「審議会等の整理合理化に関する基本的計画」の趣旨に鑑み、27

『再任は妨げないが 年を超える期間継続しての任命』は検討されたい。10

また、選任時に委員の重複を把握している審議会等は、全体で 機関( ％)であ30 21

り、大部分は把握していないのが現状である。今後、委員の選任に当たっては、重複

等の状況を十分に把握するとともに、関係団体の代表、あて職の見直しや専門分野の

人材発掘に努め、同一人物に集中しないように幅広く県民参加の促進を図られたい。

３ 審議会等の統廃合３ 審議会等の統廃合３ 審議会等の統廃合３ 審議会等の統廃合

今回、統廃合の有無を視野に入れて、聞き取り調査を実施した審議会等は、会議の

、 。 、 、開催が未開催 年１回開催等の機関である 審議会等の未開催には 設置目的が調停

あっせん、処分に対する不服審査を行うもの等の機関もあり、一概に開催実績がない

ことをもって役割及び必要性の低下とは言えないが、一般的には、一定期間未開催の
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審議会等はその必要性を検討すべきである。特に下記の機関については、長年未開催

となっているなど必要性の低下、類似の役割等や構成メンバーの一部重複等がみられ

るので、廃止又は統合を検討されたい。

（１）廃止： 機関5

○法令必置： 機関 「県漁協組織緊急再編対策協議会」1

・平成 年度で法期限切れである。19

○法令任意： 機関 「県地方産業教育審議会」1

・総合的な協議会「きのくに教育協議会」がある。

○条例設置： 機関 「県中小企業振興対策審議会」2

、 。・委員の委嘱もなく 年間未開催で活用されていない10

「県観光審議会」

、 。・委員の委嘱もなく 年間未開催で活用されていない11

○要綱等設置： 機関 「県医療扶助審議会」1

・認定等の意見聴取の嘱託医制度があり、指導体制が充実

しつつある。

（２）統合： 機関5

○要綱等設置： 機関 「県地域保健医療協議会（本会 」と「医療審議会」5 ）

「県医療安全推進協議会」と「医療審議会」

「県特定疾患対策協議会」と「特定疾患審査会」

「県骨髄移植対策協議会」と「県献血推進協議会」

「県森林病害虫等防除連絡協議会」と「森林審議会」

このほか、設置後 年を経過した審議会等については、新長期総合計画に沿って、10

、 。 、 、その設置目的 機能及び必要性を再検討されたい また 審議会等の新設においては

本県の見直し基準（ 原則、附属機関たる性格を有するものは法律又は条例の定める「

ところにより設置し ・・・要綱・要領等で設置する審議会等は意見交換、懇談等の、

場として性格づけ」ており 「いたずらに審議会等を設置しない ）に沿って、現存の、 」

審議会等の活用範囲の拡大を図るなど、安易に設置せず、スクラップ・アンド・ビル

ド方式で実施されたい。

４ その他４ その他４ その他４ その他

審議会等の会議内容が、執行機関からの行政の事務的な説明が主である場合、特に

年１回だけ開催する審議会等は、行政報告資料等を郵送等の方法に切り替えることも

考えられる。また、多忙な委員も多い中で、委員の移動時間、旅費等も軽減でき、軽

微な意見も求められるインターネットの活用も図られたい。


